
～やまなしの森林をみんなで守り育て、次世代につなげる森林環境税の取り組み～

２．森林環境税の仕組み

・ 課税方式 県民税均等割超過課税方式 (既存の県民税均等割に上乗せ)

・ 対 象 者 個人：県民税を納めている方

法人：県民税を納めている法人

・ 税 率 個人：500円

法人：均等割額の5％相当額（1,000円～40,000円）

※ 年間2億9千万円程度の税収

・ 管 理 税収入と使途の関係を明確にするため、森林環境保全基金に積み立て、

適切に運用

１．森林環境税導入の経緯

・ 県土の78％を占める森林は、洪水や土砂災害から県土を保全して県民の生命や財産を

守るとともに、二酸化炭素を吸収して地球温暖化を防止するなど私たちの暮らしと切り

離すことができない多くの大切な機能（森林の公益的機能）を持っています。

・ 社会経済環境の変化に伴い、民有林の中には整備が行き届かず、荒廃が進んでいる森

林が多く見られ、森林の持つ公益的機能が十分に発揮できなくなる恐れが生じています。

※ 本県民有林185,000haのうち、間伐がされず荒廃が進んでいる森林（荒廃森林）19,000ha

・ このため、山梨県では、県民の暮らしを支えるかけがえのない森林を健全な姿で次の

世代へ引き継いでいくために平成24年4月から森林環境税を導入し、税収は基金に積立

て、森林環境保全基金事業として公益的機能が十分に発揮される「健全な山梨の森づく

り」を進めています。

・ 森林環境保全基金事業では、荒廃森林19,000haの早期解消を主な目的とし、1期を5年

とした4期計画（20年）で取り組むこととしています。

・ 計画は、5年ごとに事業の効果や森林を取り巻く状況等を考慮して、制度の点検・見

直しを行うこととしています。

山梨県森林環境保全基金事業の概要

３．森林環境保全基金事業

・ 事業の柱となる荒廃森林の再生などの公益的機能の維持増進を図る森づくりに加え、
健全な森づくりを促進させていくため、県産材利用の促進や普及啓発の取り組みなどの
３つの基本施策による事業を展開

多様な公益的機能の
維持・増進を図る

森づくり

社会全体で
支える仕組み

木材・木質バイオ
マスの利用促進

３つの基本施策
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